
平成２１年２月５日
福 祉 保 健 局

「東京の福祉保健の新展開　２００９」について

「福祉・健康都市　東京ビジョン」（平成１８年２月）

「豊かな生活の基盤づくり」と「制度の安定性」を同時に追及

目指すは「新しい自立」の実現

その人らしい
自立へのチャレンジ

自ら積極的に
健康づくり

主体的に生活
できる社会の構築

○一人ひとりの「ライフステージと生活の全体」を捉え[ニーズ*]を把握する
　*住まい、対人社会サービス、保健・医療、就労支援、所得保障、その他社会環境など

○大都市「東京」の特性を踏まえ、[課題*]を克服し[強み*]を活かす
　*「一人暮らし高齢者が多い」「人間関係が希薄」に代表される家族や地域社会の機能低下や高い地価などの課題

　*多様な企業・ＮＰＯ・医療機関等の存在、高い人口密度により効率的な事業展開が可能となるなどの強み

○「民間の力」「地域の力」「行政の力」の３つを活かす

３ つ の 視 点

共に支えあう
「地　域」

創意工夫と競い合いの

「民　間」
指導監督等の

「行　政」

より効率的に、より効果的に施策を展開

「１０年後の東京」（平成１８年１２月）

１０年後の東京の姿（８つの目標）と、それに向けた政策展開の方向性

「１０年後の東京」への実行プログラム２００９（平成２０年１２月）

実行プログラム２００８を踏まえ、取組を進化させる３か年のアクションプラン

 　「１０年後の東京」計画を踏まえるとともに、「福祉・健康都市　東京ビジョン」における施策展開の
 基本的な考え方に基づき、平成２１年度に重点的に取り組む施策を明らかにしています。

　主な取組

「東京の福祉保健の新展開　２００９」（平成２１年２月）

【短期集中的な保育サービスの拡充】

◆待機児童解消区市町村支援事業
　　区市町村の取組を柔軟に支援する補助制度を創設
◆認証保育所の設置促進
　　駅前５分の開設準備経費補助要件の緩和等
◆保育の質の向上に向けた取組
　　○運営指導の充実と施設職員への研修
　　○離職中の保育士に対する再就職支援　　　　　など

【介護サービスの充実】

◆特別養護老人ホーム等の整備
　　新たに特別養護老人ホームには大規模改修費を補助
◆民間企業による整備やオーナー型整備を促進
　　小規模多機能型居宅介護拠点にも補助を拡大
◆医療・介護連携型高齢者専用賃貸住宅モデル事業
　　介護と医療的ケアを提供できる住まいの整備促進
◆介護人材の確保・定着への取組　　　　　　　　　など

【障害者の就労支援・安心生活基盤整備3か年ﾌﾟﾗﾝ】

◆平成２３年度までに４，１４０人分を新たに整備
　　日中活動の場（就労移行支援等）　　2,200人増
　　地域居住の場（グループホーム等）　1,640人増
　　ショートステイ　　　　　　　　　　　210人増
　　地域生活支援型入所施設　　　　　　 90人分増
◆整備促進のための特別助成
　　設置者負担を半分に軽減（1/2⇒1/4、1/4⇒1/8）など

【低所得者・離職者の生活安定に向けた取組】

◆介護人材育成確保緊急対策
　　低所得者及び離職者の介護関連資格の取得と介護職
　　場への就労について支援。加えて、低所得者には、
　　受講奨励金の給付、離職者には当面の住居を確保
◆再就職支援貸付事業
　　再就職を目指す離職者への緊急無利子融資を実施
　　特に、子育て世代には融資内容を優遇　　　　　など

【がん対策の充実】

◆がん検診受診率向上事業
　　○受診率向上施策検討会(仮称)を都が設置し、区市
　　　町村等とともに、受診率向上施策を検討
　　○受診率向上に向けた区市町村の取組を支援
◆がん患者・家族交流室整備事業
　　がん診療拠点病院等における交流室整備への支援
◆休日夜間がん相談支援事業　　　　　　　　　　　など

【救急医療の東京ルールの実践】

◆東京都地域救急センター(仮称)の創設
　　二次医療圏ごとに設置し、地域の救急医療機関が
　　協力・連携して救急患者受入体制を構築
◆救急患者受入コーディネーターの配置
◆トリアージの実施
　　救急医療の要否や診療の順番を判断
◆都民の医療に対する理解と参画推進事業　　　　　など

【周産期医療緊急対策】

◆周産期母子医療センター機能の確保
　　搬送受入調整機能や受入体制の充実強化等
◆母体救命に対応する総合周産期医療センターの創設
　　母体救命に係る緊急搬送依頼を必ず受入
◆母体・新生児搬送受入ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(仮称)の配置
　　地域間の搬送調整等を集中して実施
◆周産期連携病院の創設　　　　　　　　　　　　　など

【新型インフルエンザ対策の充実】

◆抗インフルエンザウィルス薬の追加備蓄
　　22年度までにﾀﾐﾌﾙ・ﾘﾚﾝｻﾞをそれぞれ都民人口の30%分
◆防護具・資器材の確保
　　医療従事者用等の防護具を備蓄
◆地域医療体制の強化
　　都内10ﾌﾞﾛｯｸにおいて関係機関による協議を推進
◆医療機関の確保及び施設・設備整備の促進　　　　など


